様式第１６（第４０条関係）（第一面から第四面まで）

	認定申請書

申請年月日　2021年8月13日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）きりはれかぶしきがいしゃ
                              　一般事業主の氏名又は名称 KIRIHARE株式会社
（ふりがな）さとうげんき
                              （法人の場合）代表者の氏名 佐藤元輝   印
住所　〒131-0032　東京都墨田区東向島2丁目9番3-201号

法人番号　9011001108772　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	KIRIHARE EAPサービス紹介資料

	公表日
	2021年6月16日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社のオフィシャルホームページで公開
https://kirihare.jp/biz/KIRIHAREEAP.pdf
２ページ

	記載内容抜粋
	企業理念：心の健康を大切にできる社会に
「身体の問題」はみんな「どうしたらいいか」わかっています。「保険制度」があり、「病院」があり、「みんなの理解」もあります。
「心の問題」はそれに比べてみんな「どうしたらいいかわからない」状態です。
KIRIHAREは、この悩みを「解決できる手段」を提供していきます。
当社はこのような理念のもと、デジタル技術を活用した臨床心理士のオンラインカウンセリングプラットフォームを提供することで、国民のメンタルヘルス向上に寄与し、「心の健康を大切にできる社会」を実現します。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	・代表取締役および幹部従業員の合議による決定（当社の取締役は1名であり取締役会は実施していません）



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	KIRIHARE EAPサービス紹介資料

	公表日
	2021年6月16日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社のオフィシャルホームページで公開
https://kirihare.jp/biz/KIRIHAREEAP.pdf
７〜１５ページ

	記載内容抜粋
	KIRIHARE EAPの提供
普段からのメンタルヘルス予防・発見に注力したEAP(Employees Assistance Progrum)サービスをオンラインで提供するために、以下をはじめとしたデジタル技術・ツールを活用しています。
・利用者と臨床心理士間のコミュニケーションツールとしてLINEを活用。
・オンライン上でメンタルヘルスのセルフチェック・セルフケアをできる仕組みの提供。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	・代表取締役および幹部従業員の合議による決定（当社の取締役は1名であり取締役会は実施していません）



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	KIRIHARE EAPサービス紹介資料
１７ページ

	記載内容抜粋
	代表取締役社長を含めた従業員が、「CEO＆経営企画」、「DX推進・企画責任者」「開発責任者」「運用責任者」「営業責任者」といった職責を担っております。また、外部組織とはスクラム手法を用いたアジャイル開発を行っており、社内外が目的を共有しプロジェクトを遂行しております。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	KIRIHARE EAPサービス紹介資料　18〜19ページ

	記載内容抜粋
	当社では、フルリモート前提の社内業務プロセスを設計しており、各種SaaSツールを利用して運用を行っています。また、VPN等のIP制限などにより、情報漏洩などについても十分なセキュリティ対策をしております。
全社員がITパスポート取得レベルの研修を都度受けており、日々ITリテラシーの向上を目指しています。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	KIRIHARE EAPサービス紹介資料

	公表日
	2021年6月16日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社のオフィシャルホームページで公開
https://kirihare.jp/biz/KIRIHAREEAP.pdf
20ページ

	記載内容抜粋
	KIRIHARE EAPについての契約企業数を指標として設定しております。
2024年度の100企業の契約を実現を目標として、各年度の段階的な目標を設定しております。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	①2021年3月31日
②2021年4月8日
③2021年6月16日

	発信方法
	①②プレスリリース配信代行サービス Dream News
③KIRIHARE株式会社オフィシャルホームページ

	発信内容
	①企業向けサービスのリリース
https://www.dreamnews.jp/press/0000233741/
当申請書(2)で記載した戦略を実現するための、第一弾のサービスとして、「メンタル不調者の早期発見・対策」を目的とした企業向けメンタルヘルスサービス『KIRIHARE for Business』を2021年3月31日（水）にリリースしたことを対外的に発表しております。
なお当リリースが社長のメッセージである点については以下③資料中に明示しております。
②新サービス展開に伴う産業医の募集をリリース
https://www.dreamnews.jp/press/0000234419/
当申請書(2)で記載した戦略を実現するための方策として、既にリリースしたサービスである『KIRIHARE for Business』の販売拡大に必要となる産業医を10名募集することについて対外的に発表しております。
なお当リリースが社長のメッセージである点については以下③資料中に明示しております。
③KIRIHARE EAPサービス紹介資料のリリース
https://kirihare.jp/biz/KIRIHAREEAP.pdf
当申請書(2)で記載した戦略を実現するためにリリースした『KIRIHARE for Business』について、お客様の反応や社内での議論を踏まえて、更にバージョンアップしたサービスとしてKIRIHARE EAPサービスをリリースし、その内容について対外発表しております。あわせて、当社の企業理念についても同時に対外に示しており、当資料全体を社長メッセージとして位置付けております。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2021年5月頃

	実施内容
	「DX推進指標」による自己分析を実施、IPAの自己診断をおこなっております。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	SECURITY ACTION制度の二つ星の宣言　2021年7月

	実施内容
	当社は、サイバーセキュリティ対策として、中小企業の情報セキュリティ対策ガイドライン付録の「5分でできる！情報セキュリティ自社診断」で自社の状況を把握したうえで、情報セキュリティ基本方針を定め、外部に公開（https://kirihare.jp/biz/security/）しております。
これらにより、SECURITY ACTION制度の二つ星の宣言を実施済です。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

